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情報発信・普及啓発計画関連 

情報発信・普及啓発の対象となる区民・事業者のすがた（統計資料より） 区民のごみ分別、減量・リサイクルに関する情報源の現状（区民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者のごみ分別、減量・リサイクルに関する情報源の現状（事業所アンケート調査） 
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資料３ 

【人口増加の要因】 

・ 令和 3年以降、人口は増加傾向。 

人口の増加分はほぼ外国人の増加 

・ 令和 6 年 10 月 1 日時点の外国人人口

比率は 6.3％ 

【世帯構成・住居形態】 

・ 単独世帯が徐々に増加し、ファミリー世帯

が減少 

・ 6階以上の共同住宅に居住する世帯の割

合が増加傾向 

【区内事業所の規模】 

・ 従業者 5人未満の事業所が 57％。90％

以上が 30人未満の事業所 

【区内事業所の業種】 

・ 卸売・小売業が 21.1％を占める 

・ 宿泊業・飲食サービス業が 11.3％を占める 

【区民の情報源（年代別）】 

・ 「資源とごみの分け方・出し方ハンドブッ

ク」は、どの年代、世帯構成でも最も多

く使われている。 

・ 区ホームページの利用は 30代が多い。 

【区民の情報源（居住形態別）】 

・ 「集積所のある集合住宅」では集積所

の看板が多く、ハンドブックの利用率が

やや低い。 

【事業者の情報源（従業者規模別）】 

・ 従業者数 5 人未満の小規模事業所

は、「資源とごみの分け方・出し方ハン

ドブック」や「集積所の看板」を情報源

とする回答が多い。 

・ 従業者数 30 人以上の事業所は、情

報源を「区のホームページ」や「収集を

委託している民間業者から」とする回

答が多い。 

 

【区に望む情報発信・PR 

（従業者規模別）】 

・ 従業者 30 人以上の事業所は、「事

業所のタイプ別のごみ減量取り組みマ

ニュアルや行動指針」や「先進的な取

り組みを行っている事業所の事例紹

介」といった情報提供を求める割合が

高い。 

* ファミリー世帯 ＝核家族の中で「夫婦のみ」を除いた子どものいる世帯 



食品ロス削減推進計画関連 

家庭系食品ロスの排出量の推定（暫定） 

 

× 

令和 6年度推定可燃ごみ量 

 

約 87,400 トン※ 

※6年度実績は確定していないため、令和 6年 4

月から 12月までの月別実績を元に年間量を推計 

＝ 

令和 6年度の可燃ごみ中の食品ロス量推定 

 

約 8,200 トン※
 

 

※区民 1人 1日あたり約 40 グラム 

（8枚切り食パン 1枚、またはバナナ半分くらい） 

区民の食品ロス削減に関する行動・意識（区民アンケート調査） 事業者の食品ロス削減に関する行動・意識（事業所アンケート調査） 
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組成分析調査による

可燃ごみ中の食品ロ

スの比率 

 

9.4％ 

【家庭における食品ロスを出さない取組】 

・ 単身世帯は「食材を買いすぎない」取組が多い 

・ 余った食材の冷凍は、世帯人数が多いほど実施

率が高い 

【区民の希望する飲食店等のサービス】 

 

【区民の希望する飲食店等のサービス】 

・ 持ち帰りサービスは年代は 30～40歳代、世帯人数

別には 3人～4人世帯に多い。 

・ タベスケの利用をしてみたい層は、年代では 40 代、

世帯人数別には世帯人数が多くなるほど多い。 

【発生する食品ロス】 

・ 消費・賞味期限切れ」は

卸・小売業の 57.5％、

飲食業の 45.8％で発生 

・ 食べ残しは飲食業の

62.7％で発生 

・ 「規格外品」「納品・販売

期限切れ」は卸・小売業

の 27.5％で発生 

【食品ロス削減の取組】 

・ 「ご飯や麵などの量

の調節」は、飲食サ

ービス業の 42.4％が

実施 

・ 「閉店間際、消費・

賞味期限間近の値

引き」は卸売・小売

業の 40.0％が実施 


